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平成29年度（2017年度）に係る定期監査の結果に対する措置状況

第１ 監査結果の報告

平成29年度（2017年度）に係る定期監査の結果については、平成30年（2018年）5月11日、7
月13日及び 9月 4日に議会、知事及び関係のある委員会等に報告（北海道公報第2982号、
3000号及び第3015号で公表）した。

第２ 監査の結果に基づき講じた措置
【一般会計及び特別会計】
１ 不適切な会計処理等を行っているもの

監 査 報 告 の 内 容 講 じ た 措 置

《指摘事項》

(1) 物品の借入れ契約を行う場合には、その内 物品の借入れの契約及び支出に当たっ

容を明らかにした決定書を作成して、支出負 ては、その内容を明らかにした決定書の
担行為を行わなければならないが、平成28年 事前作成を徹底するとともに、関係法令
度（2016年度）において、これを行わずに契 等を遵守し、適正な事務処理に努めます。

約しているものが、3件、89万456円あった。
また、これらについては、書面により支払

の時期を明らかにしないときは、相手方が支

払請求をした日から15日以内に支払わなけれ
ばならないが、この期限を超えて翌年度に支
出していた。 （環境生活部）

(2) インターネット回線工事の契約を行う場合 工事等の契約及び支出に当たっては、
は、その内容を明らかにした決定書を作成し その内容を明らかにした決定書の事前作
て、支出負担行為を行わなければならないが、 成を徹底し、事務処理状況を管理するチ

これを行わずに契約しているものが、 2 件、 ェックリストを作成して、複数の職員に
1 万368円あった。 よる確認、関係法令等を遵守し、適正な
また、委託料、負担金等の支出において、 事務処理を行うとともに、再発防止に努

書面により支払の時期を明らかにしないとき めます。
は、相手方が支払請求をした日から15日以内
に、書面により支払期限を約定したときは、

その期限までに支払わなければならないが、
これらの期限を超えて支出しているものが、
上記を含め、31件、502万2,712円あり、うち

年度を超えて支出しているものが、4 件、
1 万808円あった。
なお、前年度監査においても同様の事例が

あり、改善が図られていなかった。
（経済部）

(3) 少額工事の契約を行う場合は、その内容を 少額工事の契約を行う場合に当たって
明らかにした決定書を作成して、支出負担行 は、その内容を明らかにした決定書の事
為を行わなければならないが、これを行わず 前作成を徹底するとともに、関係法令等
に契約し、私費により支払っているものが、 を遵守し、適正な事務処理に努めます。

1件、26万6,760円あった。
（札幌啓成高等学校）
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２ 収入確保の視点から是正又は改善を求めたもの

監 査 報 告 の 内 容 講 じ た 措 置

《指摘事項》収入未済額が１億円以上となっているもの【道税収入】

道税収入においては、道税確保特別対策本部 道税収入については、特に収入未済額
を設置して、収入確保に取り組んでおり、特に、 が多額となっている個人道民税と自動車
個人道民税については、道と市町村による共同 税について、重点的に徴収強化を図るな
催告や共同徴収などを実施し、自動車税につい どして、道税収入の確保に努めます。

ては、預貯金の差押えなどを強化するほか、コ 具体的には、個人道民税については、
ンビニ納税、インターネットを利用したクレジ 各総合振興局等において、全ての市町村
ットカード納税の推進に努めることなどによ と個別に徴収対策に関する意見交換を実

り、道税全体の収入未済額は減少したところで 施し、道と市町村が連名で行う共同催告
あるが、依然として、その額は多額となってい や道が滞納事案を引き受けて直接滞納処
る。 分を行う直接徴収や徴収嘱託など、市町

道税は、自主財源の根幹であり、税収確保は 村の実態に即した効果的な取組を行いま
もとより、公平な税負担を求めることは極めて す。
重要であることから、今後とも、自主納税の促 また、平成29年（2017年）10月に「北

進と滞納の実態に応じた適切かつ効果的な徴収 海道と道内全市町村による個人住民税の
対策を講じ、収入未済額の解消と新たな収入未 特別徴収推進宣言」を新たに採択してお
済の発生防止を図る必要がある。 （総務部） り、引き続き特別徴収の更なる推進に向

けた取組を行います。
自動車税については、納税催告を効率

的に行うほか、預貯金や給与の差押えを
徹底するとともに、高額・悪質な滞納者

に対する滞納処分を一層強化するなど、
厳正な姿勢で滞納整理に取り組みます。
また、新たな収入未済額の発生防止に

ついては、引き続き、道税広報の充実を
図るほか、インターネットを利用したク
レジットカード納税や平成30年度（2018

年度）から自動車税以外の税目について
も拡大したコンビニ納税について、広く
周知を図り、納期内納税の推進や新たな

収入未済額の発生防止に努めます。

《指摘事項》収入未済額が１億円以上となっているもの【税外諸収入】

(1) 母子福祉資金貸付金収入等

母子・寡婦・遺児等に対する貸付金の返済 母子寡婦福祉資金貸付金等について

に係る収入及び児童保護措置費徴収金などに は、貸付時に面談を実施し、償還の意識
ついては、未収金の管理回収業務を債権回収 付けを図ります。
会社へ委託するなど収入確保に取り組んでい 滞納者に対しては、電話や文書、戸別
るが、依然として収入未済額が多額となって 訪問による催告に引き続き取り組むこと

いることから、滞納の実態に応じた適切な措 とし、さらに、集中的に償還促進を図る
置を講じ、収入未済額の解消と新たな収入未 ことを目的とした償還促進特別対策事業
済の発生防止を図る必要がある。 を実施するほか、連帯保証人に対する履

（保健福祉部） 行の請求、口座振替払いの励行を行いま
す。
また、長期にわたる滞納者等について

は、民間の債権回収会社への委託を行う
など、未収金の効果的、効率的な回収の
取組を進め、収入未済額の縮減に努めま

す。
児童保護措置費徴収金に係る収入未済
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については、社会福祉課と児童相談室と
連携をしながら滞納世帯の生活状況の把
握に努め、引き続き電話や文書による催

告活動を徹底します。
児童扶養手当返還金に係る収入未済に

ついては、社会福祉課において町村との

連絡を密にし、債権発生の未然防止を図
るとともに、債権が発生した場合は情報
を迅速に子ども子育て支援課に伝え、早
期対応に努めます。

また、電話や文書による催告を徹底し、
収入未済額の縮減に努めます。

(2) 中小企業高度化資金貸付金収入等

中小企業高度化資金貸付金等に係る貸付金 中小企業高度化資金貸付金等に係る収
収入等については、未収金の管理回収業務を 入未済額については、収入の確保の取組

債権回収会社へ委託するなど収入確保に取り に加え、平成21年度（2009年度）から債
組んでいるが、依然として収入未済額が多額 権管理回収業務を債権回収会社に委託
となっているので、滞納の実態に応じた適切 し、収入未済額の解消に努めているとこ

な措置を講じ、収入未済額の解消を図る必要 ろです。
がある。 （経済部） 今後とも委託先債権回収会社や関係団

体などとの連携を密にして、なお一層の

収入の確保に努めるとともに、北海道債
権管理条例の適正な運用により、収入未
済額の解消を図ります。

(3) 林業･木材産業改善資金貸付金収入等

林業・木材産業改善資金等に係る貸付金収 林業・木材産業改善資金の収入未済額
入等については、未収金の回収業務を債権回 については、平成20年（2008年）4月に

収会社へ委託するなど収入確保に取り組んで 策定した「林業・木材産業改善資金債権
いるが、依然として収入未済額が多額となっ 保全等に係る事務取扱要領」により、滞
ているので、滞納の実態に応じた適切な措置 納者の状況を滞納の実態に応じて7区分

を講じ、収入未済額の解消を図る必要がある。 に類型化し、区分毎の対応方針を決定し
（水産林務部） て、集中的な直接訪問による催告や文書

催告等を行うとともに、貸付審査基準の

強化により、新たな収入未済額の発生の
抑制を図る等の取組を行っているところ
です。

また、平成25年度（2013年度）から回
収業務の一部を債権回収会社に委託して
おり、なお一層の収入未済額の解消に努

めます。
特用林産物振興資金貸付金の収入未済

額については、引き続き面談や文書、電
話による催告を行うなど、滞納の実態に

応じた適切な措置を講じ、収入の確保に
努めます。

(4) 道営住宅使用料収入等

道営住宅使用料、堤塘使用料などについて 道営住宅使用料等の収入未済額につい
は、収納強化月間を設定して行う訪問徴収、 ては、これまでの取組を継続的に行い、

退去者に係る未収金収納業務の外部委託、滞 収納強化、収入未済額の縮減を図ります。
納整理事務に係る研修会の開催などの徴収対 また、口座振替の利用や生活保護受給
策に努めたことから、収入未済額が減少して 者に対する代理納付を促進し、新たな収

いるところであるが、依然として収入未済額 入未済額の発生防止に努めます。
が多額となっているので、滞納の実態に応じ 堤塘使用料の収入未済額については、
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た適切な措置を講じ、収入未済額の解消と新 各建設管理部に対して、テレビ会議によ
たな収入未済の発生防止を図る必要がある。 り滞納整理事務に係る研修を実施し、職

（建設部） 員個々の滞納整理事務に対する知識の向

上を図ったほか、毎月提出される滞納整
理状況の内容を確認し、指導、助言を行
っています。

また、各建設管理部から「高額滞納者
への滞納計画」と「少額滞納者の調査票」
の提出を受け、滞納者ごとの対応方針や
処理計画について、指導、助言を行って

います。
土地区画整理事業資金貸付金の収入未

済額については、引き続き債務者や連帯

保証人に対する催告や資産調査を継続し
つつ、組合経営の健全化により貸付金返
済財源が確保されるよう、認可庁の関与

を強く求めることに重点を置き、収入未
済額の解消に努めます。

(5) 放置違反金収入

放置違反金については、電話、文書、戸別 放置違反金収入については、住民基本
訪問などによる催告のほか、預貯金や給与の 台帳ネットワークサービスを活用するな

差押えなどの滞納処分を積極的に実施すると ど滞納者情報の早期把握に努めていると
ともに、インターネット公売を実施するなど ころですが、従前からの取組である財産
の徴収対策の強化により、収入未済額は減少 調査の徹底と預貯金や給与などの差押え
したところであるが、依然としてその額は多 を強化するほか、インターネット公売を

額となっていることから、今後とも、滞納の 活用した効率的な滞納者差押財産（動産
実態に応じた適切な措置を講じ、収入未済額 等）の換価処分の実施や分納による自主
の解消と新たな収入未済の発生防止を図る必 納付促進など、滞納の実態に応じた適切

要がある。 （警察本部） な措置を講じ、引き続き収入未済額の解
消と新たな収入未済の発生防止に努めま
す。

《指導事項》収入未済額が1,000万円以上となっているもの【税外諸収入】

(1) 農業改良資金貸付金収入

農業改良資金貸付金収入については、借受 農業改良資金貸付金収入の収入未済額
者や連帯保証人から分割納付させるなど、滞 については、借受者や連帯保証人に対し、

納整理に取り組んでいるが、依然として収入 訪問や文書等による催告や現状のヒアリ
未済額が多額となっているので、引き続き、 ングのほか、不動産等の資力調査などを
収入未済額の解消に向けた取組を進める必要 実施するとともに、引き続き、収入未済

がある。 （農政部） 額の解消に向け関係機関と連携を取りな
がら、借受者の現状を踏まえた文書や訪
問等による効果的な催促などにより、収
入の確保に努めます。

(2) 公立高等学校奨学資金貸付金収入等

公立高等学校奨学資金貸付金収入等につい 公立高等学校奨学資金貸付金収入並び

ては、滞納整理方針を策定し、未納者及び保 に公立高等学校定時制課程及び通信制課
証人への催告などにより収入確保に取り組ん 程生徒学資金返還金については、滞納者
でいるが、依然として収入未済額が多額とな から経済状況や今後の償還見通しについ

っているので、滞納の実態に応じた適切な措 て文書で報告を受けたり、所在不明者の
置を講じ、収入未済額の解消と新たな収入未 戸籍照会及び長期滞納者の保証人への催
済の発生防止を図る必要がある。（教育庁） 告強化などに加え、短期滞納者には、督

促状の指定期限までに納付しない場合、
速やかに催告を行い滞納の長期化の防止
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に取り組んでいるところであり、引き続
き収入未済額の解消と新たな収入未済の
発生防止に努めます。

また、高等学校授業料収入については、
未納者に係る債権管理について、教育局
が授業料等債権管理票を基に電話や文書

による催告を実施するほか、滞納者への
家庭訪問を行い、面談により現状を正確
に把握することで、個々の滞納者の実情
に応じた「授業料滞納確認書・納付計画

書」の提出を求めるなどの取組を行って
おり、引き続き収入の確保に努めます。

３ 経済性、効率性及び有効性の視点から是正又は改善を求めたもの

監 査 報 告 の 内 容 講 じ た 措 置

(1) 支出に係る事項

《指摘事項》

外国旅行時に使用する携帯電話のデータの取 外国旅行時の携帯電話の使用に当たっ
得については、携帯電話と同時にレンタルした ては、不経済な支出が発生しないよう、
ＷｉＦｉルーターを経由して行うこととしてい あらゆる機会を通じて職員に注意を喚起
たが、これによることなくデータを取得したこ し、再発防止に努めます。

とから、不必要なデータ通信料が発生し、不経
済な支出となっているものが、 1件、22万9,891
円あった。 （経済部）

《指導事項》

ア 自動車保険料の支出において、車両の自動 自動車保険料の支出に当たっては、不
車検査証の有効期間満了後、有効な自動車検 経済な支出が発生しないよう、「公用車
査証の交付を受けず使用していないときは、 自動車交通事故任意保険運用マニュア

有効期間満了後の自動車保険料の支払いは不 ル」を改正し、自動車に異動があった場
要となるが、保険者に対し、自動車検査証の 合の事務処理について、全庁に周知徹底
有効期間満了後相当期間経過した日を使用し を図りました。

ないこととした日として報告したことから、
当該経過した期間に係る自動車保険料を支払
うこととなり、不経済な支出となっているも

のが、17台分、2万1,000円あった。
（総務部）

イ 公衆トイレの床暖房に係る電気料金の支出 電気料金の支出に当たっては、不経済

において、床暖房を使用していないにもかか な支出が発生しないよう、他の各施設の
わらず、基本料金を支払っていたため、平成 使用実態把握を行い、状況に応じて適宜
25年度（2013年度）から平成29年度（2017年 供給の一時休止等、適正な事務処理に努

度）までの期間において、不経済な支出とな めます。
っているものが、1件、3万8,811円あった。 なお、当該電気の供給契約については

（後志総合振興局） 解約しました。

(2) 財産に係る事項

《指導事項》
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庁舎や公宅の跡地などの未利用地のうち、利 未利用地のうち、利用見込みのない土
用見込みのない土地については、ホームページ 地については、これまで民間有識者等か
での未利用地情報の掲載や不動産業者等への情 らの意見を踏まえ、ホームページでの未

報提供を行うとともに、建物付き売却などに取 利用地情報の掲載や不動産業者等への情
り組んでいるが、さらに売却等の処分の促進を 報提供を行うとともに、建物付き売却促
図る必要がある。 進などを行ってきたところです。

今後も引き続き、効果的な売却推進策
・平成29年度（2017年度）処分面積 を執り進めるとともに、より購買者ニー

115,095㎡ ズに即した情報提供に努め、成約率の向
・平成30年（2018年） 3 月末未利用地面積 上を図るなど、遊休資産の処分促進に努

2,883,574㎡ めます。
（総務部）

４ 合規性の視点から是正又は改善を求めたもの

監 査 報 告 の 内 容 講 じ た 措 置

(1) 収入に係る事項

《指摘事項》

ア 歳入を徴収しようとするときは、当該歳入 個人道民税の調定に当たっては、課税
に係る法令及び契約書その他の関係書類によ 資料のチェックを徹底するとともに、突
り、納入すべき金額に誤りがないか等を調査 合表及びチェックマニュアルを整備し、
し、調定しなければならないが、個人道民税 適正な事務処理に努めます。

の調定において、自治体から提出された報告 なお、過少及び過大となった個人道民
書の内容に誤りがあるにもかかわらず、これ 税については、調定の処理を行いました。
に基づき調定を行ったことから、調定額が過

少となっているものが、平成29年度（2017年
度）において、 2 件、14万8,042円あり、調
定額が過大となっているものが、平成28年度

（2016年度）において、1件、8,888円あっ
た。 （檜山振興局）

イ 個人の行う事業に対し事業税を課する場合 個人の行う事業に対する事業税の課税
において、当該個人が年の中途において事業 に当たっては、課税所得の算定及び入力
を廃止したときは、当該事業の廃止後、納期 内容のチェック体制を徹底するととも

限を分割することなく直ちに事業税を課さな に、関係法令等を遵守し、適正な事務処
ければならないが、 2回に分割しているもの 理に努めます。
が、 2 件、18万1,400円あった。 なお、過少となった事業税については、

また、個人の事業の所得を計算する場合に 納税通知に基づき納付を受けました。
おいて、直接事業の用に供する資産を譲渡し
たために生じた損失の金額については、事業
税の申告書を提出しているときに限り、控除

することができることとされているが、上記
のうち 1件について、申告書の提出がないに
もかかわらず、これを控除し所得を決定した

ことから、事業税が 1万5,200円過少となっ
ていた。 （檜山振興局）

ウ 個人の行う事業に対し事業税を課する場合 年の中途で事業を廃止した個人に係る
において、当該個人が年の中途において事業 事業税の課税に当たっては、職員に関係
を廃止したときは、当該事業の廃止後、納期 法令等の周知徹底を図り、納期限を分割

限を分割することなく直ちに事業税を課さな することなく直ちに課税するよう、適正
ければならないが、 2 回に分割している部局 な事務処理に努めます。
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が、計 2 部局あり、その合計は、11件、118万
9,900円あった。

（単位：件、円）

部 局 名 件 数 金 額

釧路総合振興局 6 400,600

根 室 振 興 局 5 789,300

計 11 1,189,900

エ 不動産の取得について、国又は地方公共団 不動産取得税の減免に当たっては、減
体から補助金の交付を受けてした取得に対し 免額算定のチェック体制を徹底するとと

ては、不動産取得税を減免することとされて もに、関係法令等を遵守し、適正な事務
いるが、減免額の算定を誤ったことから、不 処理に努めます。
動産取得税額が過少となっているものが、 1 なお、過少となった不動産取得税につ

件、30万3,200円あった。 いては、納税義務者に事情を説明の上、
（釧路総合振興局） 課税し、収納しました。

オ 保育所運営費等道費負担金において、負担 保育所運営費等道費負担金の額の確定
金の額の確定により支払い済みの負担金を返 による支払済みの負担金の返還に当たっ
還させる場合は、返還すべき期限を、額の確 ては、関係法令等を遵守し、適正な事務

定の通知をした日から20日以内とすることと 処理に努めるとともに、負担金返還時の
され、事業者が地方公共団体である場合で、 スケジュール管理の徹底を図り、再発防
その返還金につき予算措置を必要とする場合 止に努めます。

に限り、当該期限を90日以内において定める
ことができることとされているが、負担金を
返還させるに当たって、返還期限を20日以内
として調定の上、納入通知書を送付した後、

当該事業者から、返還金について予算措置が
必要である旨の連絡があったにもかかわらず、
当初の納入期限の見直しなどについて検討せ

ず、相当期間経過した後、新たに調定を行う
など、事務処理が遅延しているものが、1件、
8万1,605円あった。 （根室振興局）

カ 行政財産の貸付けによる自動販売機の設置 自動販売機の設置に係る電気料金の徴
に係る電気料については、毎月、専用メータ 収に当たっては、毎月の専用メーターの

ーにより使用量を計測し、その都度調定のう 使用量を確認後、速やかに調定を行い、
え、納入通知書により納付させなければなら 納入義務者の納入が遅延することのない
ないが、平成28年度（2016年度）及び平成29 よう適正な事務処理に努めます。

年度（2017年度）において、調定を行わず、 なお、未調定分については、調定し、
電気料の納付をさせていないものが、19箇月 納入通知書発送の処理を行いました。
分、 5万8,550円あった。

また、調定及び納入通知書の発行が遅延し
ているものが、平成27年（2015年） 4月分か
ら平成28年（2016年） 3月分までにおいて12
箇月分、 4万701円あった。

（江差高等看護学院）

キ 高等看護学院の授業料の免除について、申 高等看護学院の授業料の免除に当たっ

請時に前年分の証明書類により決定した場合 ては、関係法令等を遵守するとともに、
には、申請した当該年の証明書類が取得可能 関係書類を十分確認の上、適正な事務処
となった時期に改めてその証明書類を提出さ 理に努めます。

せ、免除の可否を確認する必要があるが、こ 今後、再発防止対策として、申請した
の確認を行わず、免除要件に該当しない者の 当該年の証明書類が取得可能となった時
授業料を免除しているものが、 3名分、52万 期における免除の可否の確認を徹底し、

800円あった。 （江差高等看護学院） 必要に応じて保護者への催告等の処理を
行うとともに、家族懇談会等様々な機会
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を通じて学生及び家族への周知徹底を図
り、再発防止に努めます。
なお、授業料免除に伴う未徴収分につ

いては、電話で保護者へ説明を行い、徴
収の処理を行いました。

ク 建設業許可申請手数料については、北海道 建設業許可申請書の受理に当たって
収入証紙で納めなければならないが、収入証 は、収入証紙のちょう付の有無及び手数
紙がちょう付されていない申請書を受理して 料の金額を十分確認し、適正な事務処理
いるものが、 1件、 5 万円あった。 に努めます。

（留萌振興局）

《指導事項》

ア 個人の行う歯科医業に対して事業税を課す 個人の行う事業に対する事業税の課税
る場合においては、調査によって課税所得を に当たっては、関係法令等を遵守すると

決定しなければならないが、この算定を誤っ ともに、入力内容のチェック体制を徹底
たことにより、事業税の額が過大となってい し、適正な事務処理に努めます。
るものが、 1件、6,200円あった。 なお、過大となった事業税については、

（檜山振興局） 納税義務者へ還付しました。

イ 遺児福祉修学資金貸付金の償還について、 遺児福祉修学資金貸付金の償還に係る

歳入を徴収しようとするときは、当該歳入に 調定に当たっては、関係法令等を遵守す
ついて、法令等に違反していないかなどを調 るとともに、調定漏れのないよう関係職
査し、調定書により調定をしなければならな 員に周知徹底を図り、適正な事務処理に
いが、これを行っていなかった。 努めます。

（オホーツク総合振興局）

ウ 調定については、納入通知書の発行から納 建物貸付収入の調定に当たっては、納

期までが、著しく短期間にならないよう適期 入通知書の発行から納期までが著しく短
に行い、調定の遅延や調定漏れによって、納 期間にならないよう、適期に行うなど、
入義務者の納入が遅延することのないよう留 関係法令等を遵守し、適正な事務処理に

意しなければならないが、建物貸付収入にお 努めます。
いて、適期に調定を行わず、納入通知の 2日
後などを納入期限としているものがあった。

（オホーツク教育局）

エ 収入取扱員は、納入義務者から現金の納付 現金領収証書の交付に当たっては、関

を受けたときは、現金領収証書に必要事項を 係法令等を遵守し、必要事項の記載につ
記載し、これを納入義務者に交付することと いて十分に確認するなど、適正な事務処
されているが、金額及び領収年月日を記載し 理に努めます。

ていない現金領収証書を交付しているものが
あった。 （農政部）

オ 収納事務の日常検査において、検査を受け 収入取扱員の日常検査に当たっては、

ようとする収入取扱員は、検査員を兼ねるこ 関係法令等を遵守するよう周知徹底し、
とができないこととされているが、収入取扱 適正な事務処理に努めます。
員自らが、検査を行っているものがあった。

（釧路総合振興局）

カ 漁業研修受講料を減免するときは、受講生 漁業研修受講料の減免に当たっては、

と生計を一にする者全てについて市町村民税 関係法令等を遵守するとともに、関係書
が非課税とされている世帯に属することを確 類を十分確認の上、適正な事務処理に努
認する必要があるが、これを行わず、減免対 めます。

象とならない者の研修受講料を減免している なお、受講料の免除取消に伴う未徴収
ものが、 1件、4万4,955円あった。 分については、徴収の処理を行いました。
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（漁業研修所）

(2) 支出に係る事項

ア 報酬、職員手当等、賃金

《指摘事項》

(ｱ) 通勤手当の支給において、支給すべき月を 通勤手当の支給に当たっては、認定内
誤ったことから、未支給となっているものが、 容を十分確認し、適正な事務処理に努め

1 名分、 3万8,180円あった。 ます。
また、寒冷地手当の支給において、世帯区 また、教育部局からの出向戻りの職員

分の変更に伴う手当の額を誤って認定したこ に対しては、異動書類として送付される

とから、過払いとなっているものが、1名分、 個人票や通勤手当認定簿（写し）を通勤
3 万540円あった。 手当審査時に添付し、異動前の通勤方法
さらに、特殊勤務手当の支給において、給 を確認した上で、認定を行うこととしま

与管理システムへの入力を誤ったことから、 した。
過払いとなっているものが、 1 名分、6,760円 なお、未支給分については、追給の処
あった。 （総務部） 理を行いました。

寒冷地手当の支給に当たっては、職員
からの寒冷地手当の届出内容を十分確認
し、適正な事務処理に努めます。

また、事実発生日が前年度の場合は、
必ず本人に確認を行ってから認定事務を
行うこととしました。
なお、過払分については、返納の処理

を行いました。
特殊勤務手当の支給に当たっては、給

与管理システムへの正確な入力及び複数

によるチェックを確実に行い、適正な事
務処理に努めます。
なお、過払分については、返納の処理

を行いました。

(ｲ) 管理職員特別勤務手当の支給について、管 管理職員特別勤務手当の支給に当たっ

理職員が週休日に業務に従事したときは、管 ては、複数の職員によるチェック体制に
理職員特別勤務手当を支給しなければならな より特別勤務手当実績簿及びその根拠と
いが、未支給となっているものが、1名分、 なる資料について確認を行うなど、適正

1 万4,000円あった。 な事務処理に努めます。
また、管理職員の勤務に従事した時間が、 なお、未支給分については、追給の処

勤務 1 回につき 6 時間を超える場合は、管 理を行いました。

理職手当区分に応じた額に100分の150を乗じ
て得た額としなければならないが、これを行
わなかったことから、未支給となっているも
のが、13名分、 5万6,250円あった。

（十勝総合振興局）

《指導事項》

(ｱ) 非常勤の委員等に対する報酬については、 委員等に対する報酬の支給に当たって
職務に従事したときの翌月10日までに支給す は、関係法令等を遵守し、適正な事務処

ることとされているが、支給が遅延している 理に努めます。
ものが、11名分、11万円あった。 （経済部）

(ｲ) 児童手当については、毎年 2月、 6月及び 児童手当の支給に当たっては、複数の
10月の 3期に、それぞれの前月までの分を支 職員による支出内訳書等のチェックを徹
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給することとされているが、これが遅延して 底し、適正な事務処理に努めます。
いるものが、 2 名分、 5 万円あった。

（総務部）

(ｳ) 管理職員特別勤務手当の支給において、管 管理職員特別勤務手当の支給に当たっ
理職員の勤務に従事した時間が、勤務 1回に ては、関係法令等を遵守し、関係書類等

つき 6時間を超える場合は、管理職手当区分 を十分確認の上、適正な事務処理に努め
に応じた額に100分の150を乗じて得た額とし ます。
なければならないが、これを行わなかったこ なお、未支給分については、追給の処
とから、未支給となっている部局が、計 2部 理を行いました。

局あり、その合計は、 2名分、 1万8,000円
あった。

（単位：名、円）

部 局 名 人 数 金 額

北方領土対策根室地域本部 1 12,000

後 志 総 合 振 興 局 1 6,000

計 2 18,000

(ｴ) 農林漁業普及指導手当については、普及指 農林漁業普及指導手当の支給に当たっ

導員が、月の初日から末日までの間において、 ては、関係法令等を遵守し、適正な事務
普及事務に、その月の勤務を要する日の合計 処理に努めます。
の 2 分の 1 以上従事した場合に支給すること なお、過払分については、返納の処理

とされているが、この要件を満たしていない を行いました。
にもかかわらず手当を支給したため、過払い
となっている部局が、計 2部局あり、その合
計は、 2名分、 8万444円あった。

（単位：名、円）

部 局 名 人 数 金 額

空 知 総 合 振 興 局 1 46,216

上 川 総 合 振 興 局 1 34,228

計 2 80,444

(ｵ) 特殊勤務手当の支給において、税務手当の 税務手当の支給に当たっては、関係法
額は、一の月において道税事務に従事した日 令等を遵守し、複数の職員でチェックを
の合計が、 8 日以上で、当該月の週休日及び 行う体制にするなど、適正な事務処理に

休日等以外の日の合計の 2 分の 1 以下の場 努めます。
合にあっては、手当の月額に100分の60を乗 なお、過払分については、返納の処理
じて得た額としなければならないが、これを を行いました。

適用することなく、月額分を支給したことか
ら、過払いとなっているものが、 1名分、
6,760円あった。 （日高振興局）

(ｶ) 特殊勤務手当の支給において、社会福祉業 社会福祉業務手当の支給に当たって
務手当の額は、一の月において福祉に関する は、関係法令等を遵守し、支給要件を十
業務に従事した日の合計が、 1日以上 8日未 分確認の上、適正な事務処理に努めます。

満である場合にあっては、手当の月額に100 なお、過払分については、返納の処理
分の30を乗じて得た額としなければならない を行いました。
が、従事日数が 8日未満であるにもかかわら

ず、月額分を支給したことから、過払いとな
っているものが、 1名分、6,790円あった。

（オホーツク総合振興局）

(ｷ) 特殊勤務手当の支給において、給与管理シ 特殊勤務手当の支給に当たっては、勤
ステムへの入力を誤ったことから、未支給と 務実績の内容と支給額の確認を確実に行

なっているものが、1名分、9,600円あった。 い、適正な事務処理に努めます。
（釧路警察署） なお、未支給分については、追給の処
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理を行いました。

(ｸ) 宿日直手当については、宿直勤務又は日直 宿日直手当の支給に当たっては、勤務

勤務を命ぜられた職員がこの勤務に従事した 実績の内容と支給額の確認を確実に行
ときに支給することとなるが、この勤務に従 い、適正な事務処理に努めます。
事していない職員に対し手当を支給したこと なお、過払分及び未支給分については、

から、過払いとなっているものが 1名分、 返納及び追給の処理を行いました。
1万4,400円、この勤務に従事したにもかか
わらず、未支給となっているものが1名分、1
万4,400円あった。 （留萌警察署）

(ｹ) 賃金の支給において、賃金等管理サブシス 賃金の支給に当たっては、関係法令等
テムへの出勤日数等の入力を誤ったことか を遵守し、関係書類等を十分確認の上、

ら、未支給となっているものが、 1 名分、 適正な事務処理に努めます。
7,692円あった。 （渡島総合振興局） なお、未支給分については、追給の処

理を行いました。

(ｺ) 賃金の支給について、臨時職員が 2箇月連 賃金の支給に当たっては、関係法令等
続して勤務し全労働日の 8割以上を勤務した を遵守し、関係書類等を十分確認の上、

場合は、有給休暇を 3日間付与できることと 適正な事務処理に努めます。
されているが、これを欠勤として処理したこ なお、未支給分については、追給の処
となどから、未支給となっているものが、 理を行いました。

1名分、 2万1,547円あった。
（宗谷総合振興局）

(ｻ) 賃金の支給において、扶養手当の支給額の 賃金の支給に当たっては、関係法令等

認定を誤ったことから、未支給となっている を遵守し、適正な事務処理に努めます。
ものが、 1名分、 1万9,696円あった。 なお、未支給分については、追給の処

（オホーツク教育局） 理を行いました。

イ 負担金、補助及び交付金

《指導事項》

(ｱ) 北海道医療給付事業補助金については、市 北海道医療給付事業補助金事務に当た

町村が重度心身障がい者等の医療に要する経 っては、関係法令等を遵守し、適正な事
費に対し助成した場合に補助を行うこととさ 務処理に努めます。
れ、市町村が助成を行う受給者の認定は、 1 また、再発防止のため、平成30年度

月から 7月分にあっては前々年の世帯の所得 （2018年度）北海道医療給付事業事務指
の額、 8月から12月分までにあっては前年の 導検査において、所得判定を実施する管
世帯の所得の額により判定することとされて 内16市町村に対し適正な運用について指

いるが、判定する所得の年分を誤った実績報 導を行いました。
告書により額の確定を行ったことから、補助 さらに、北海道医療給付事業の制度改
金額が過大となっているものが、 1件、 2万 正があったことに伴い、平成30年（2018
2,000円あった。 （後志総合振興局） 年）から管内16市町村のうち、15市町村

が受給者証の更新時期を 8 月に改正し
（残り 1町も令和元年（2019年）から 8
月に改める予定）、受給者証更新時期と

所得判定時期にずれが生じなくなったと
ころです。
なお、過大交付分については、平成30

年度（2018年度）同補助金と相殺しまし
た。

(ｲ) 補助金の執行において、補助事業者から提 補助金の額の確定を行うに当たって
出された実績報告書の補助対象経費に誤りが は、補助事業者から提出のあった関係書
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あったが、当該実績報告書により、補助金の 類を精査するなど、適正な事務処理に努
額の確定を行ったことから、補助金を過大に めます。
交付しているものが、1件、5,508円あった。 なお、過交付分については、補助事業

（檜山振興局） 者から返還を受けました。

(ｳ) 政務活動費の収支報告書等の提出があった 政務活動費の収支報告書等について

ときは、収支報告書や領収書その他の支出の は、政務活動費の執行に係る留意事項に
事実を証する書類の写しの確認を行うととも 従って記載等がされているかを複数職員
に、条例で定める経費の範囲に従い使用され で確認するなど、領収書の写しなどの提
ているかについて調査等を行うこととされて 出書類に記載漏れ等の不備がなくなるよ

いるが、提出された調査研究費等の領収書等 う適正な事務処理に努めます。
の写しの内容を十分に確認することなく、支 また、領収書の写しについては、提出
出した経費の内容の記載がない領収書の写し 依頼の都度、提出に当たっての注意事項

を有効なものとして受理しているものなどが を会派及び議員に周知していきます。
あった。 （議会事務局）

(ｴ) 補助金の交付決定に当たっては、必要な交 補助金の交付決定に当たっては、関係
付条件を付すこととされているが、補助指令 法令等に基づき、補助指令書に重要な交
書に重要な交付条件を記載していないものが 付条件を記載するなど適正な事務処理に

あった。 （農政部、檜山振興局） 努めます。

ウ その他

《指摘事項》

(ｱ) 旅費の支給については、当該旅行を行った 旅費の支給に当たっては、関係法令等

年度の予算で支出しなければならないが、翌 を遵守し、関係書類等を十分確認の上、
年度予算で支出しているものが、 1件、 7万 適正な事務処理に努めます。
5,640円あった。 （経済部）

(ｲ) 旅費の支給において、赴任に伴う扶養親族 旅費の支給に当たっては、関係法令等
が移転しない場合にあっては、移転料は定額 を遵守し、関係書類を十分確認の上、適

の 2分の 1、扶養親族移転料は支給しないこ 正な事務処理に努めます。
ととなるが、扶養親族ではない者を扶養親族 なお、監査後に当該職員から「収入状
として旅費を算定したことから、過払いとな 況申立書」の提出を受け、赴任時におい

っているものが、 1 名分、 9 万3,466円あっ ては扶養親族に該当する状態であったこ
た。 （オホーツク総合振興局） とを確認しました。

(ｳ) 役務費の支出において、表彰状の筆耕を発 役務費の支出に当たっては、原稿の内
注したが、受賞年月日を誤って業者に通知し 容を十分確認するなど、不経済な支出と
たため、新たな表彰状を作成したことから、 ならないよう、適正な事務処理に努めま

不経済な支出となっているものが、 1 件、 す。
5万9,500円あった。 （石狩振興局）

(ｴ) 印刷製本費の支出において、パンフレット パンフレットの作成等に当たっては、

の作成を発注したが、内容に誤りがあったた 企画・構成等の各段階において内容や文
め、新たにパンフレットを作成したことから、 章に係るチェックを複数人により実施す
不経済な支出となっているものが、 1 件、 るとともに、必要に応じて記載する内容

10万2,060円あった。 （宗谷総合振興局） の事実確認を十分に行うなど、不経済な
支出とならないよう適正な事務処理に努
めます。

また、管理監督者が課内職員に対して
当該事例を再周知するほか、適正な事務
処理方法について研修を実施するなど、

再発防止に努めます。
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(ｵ) 生活保護費の支給において、受領権限のな 受領代理人に対する生活保護費の支給
い者に支払っているものが、55件、134万 に当たっては、委任状により当該受領代
949円あった。 （檜山振興局） 理人が正当な債権者であることを十分確

認し、適正な事務処理に努めます。

(ｶ) 物品の購入において、受領権限のない者に 受領代理人に対する物品購入代金の支

物品購入代金を支払っているものが、 1件、 払に当たっては、委任状により当該受領
11万1,188円あった。 （室蘭警察署） 代理人が正当な債権者であることを十分

確認し、適正な事務処理に努めます。

《指導事項》

(ｱ) 講師謝金に係る報償費を執行するときは、 講師謝金に係る報償費の執行に当たっ

その内容を明らかにした決定書を作成して、 ては、その内容を明らかにした決定書の
支出負担行為をしなければならないが、これ 事前作成を徹底するとともに、関係法令
を行わず会議を開催し、事後に決定書を作成 等を遵守し、適正な事務処理に努めます。

しているものが、 1件、 3万円あった。 なお、会議等に係る事務について、進
（十勝総合振興局） 捗状況を職員全員で共有化するなど、把

握を強化するよう努めます。

(ｲ) 用務開始前の出張に併せた私事滞在につい 旅費の支給に当たっては、関係法令等
て、旅行命令の時点で滞在の予定がある場合 を遵守し、職員に私事滞在に係る根拠規

で、その滞在地から直ちに用務に赴く場合は、 程を配付し、再発防止の徹底を図るよう、
私事滞在地からの旅行に該当し、往路は在勤 適正な事務処理に努めます。
地から目的地までの旅費額を限度に、私事滞 なお、過払分については、返納の処理
在地から目的地までの旅費を支給しなければ を行いました。

ならないが、在勤地からの旅費を支給したこ
とから、過払いとなっているものが、 2件、
9,780円あった。 （十勝総合振興局）

(ｳ) 旅費の支給において、扶養親族移転料は職 旅費の支給に当たっては、関係法令等
員が扶養親族を伴って赴任した場合に対象と を遵守し、適正な事務処理に努めます。

なるが、扶養親族でない者を扶養親族移転料 なお、過払分については、返納の処理
の対象としたことから、過払いとなっている を行いました。
ものが、 2名分、 3万5,146円あった。

（苫小牧工業高等学校）

(ｴ) 公務使用の承認を受けた私有車両を公務に 公務使用の承認を受けた私有車両を公

使用した場合の燃料については、実費弁償す 務に使用した場合の自動車用燃料の実費
ることとされているが、これを行っていない 弁償に当たっては、使用状況を十分確認
ものが、 4件、5,083円相当あった。 し、適正な事務処理に努めます。

（千歳警察署）

(ｵ) 保守点検委託契約において、委託料は契約 委託料の支出に当たっては、関係法令
書に基づき、契約の相手方から適法な請求を 等を遵守し、支払遅延が生じないよう、

受けた日から起算して30日以内に支払うこと 適正な事務処理に努めます。
とされているが、この期限を超えて支出して
いるものが、 1件、12万9,600円あった。

また、児童一時保護委託において、書面に
より支払の時期を明らかにしないときは、相
手方が支払請求をした日から15日以内に支払

わなければならないが、この期限を超えて支
出しているものが、 6件、35万6,700円あっ
た。 （上川総合振興局）
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(ｶ) 委託料を支出しようとするときは、継続的、 委託料の支出に当たっては、関係法令
定期的な経費の支払いを除き、債権者から提 等を遵守し、適正な事務処理に努めます。
出を受けた請求書により行わなければならな

いが、請求書の提出を受けることなく、支出
しているものがあった。

（オホーツク総合振興局）

(ｷ) 役務費の支出において、表彰状の団体名等 表彰状筆耕の発注に当たっては、発注
を誤って筆耕を発注したことから、新たな表 内容を複数の職員により複数回確認する
彰状を作成することとなり、不経済な支出と など、不経済な支出が発生しないよう、

なっているものが、 1 件、 1 万7,080円あっ 適正な事務処理に努めます。
た。 （総務部）

(ｸ) 消防用設備保守点検業務において、点検す 委託料の支出に当たっては、点検数量
る消火器の数量の誤りが判明したため、点検 に誤りがないかなど業務内容を十分確認
に含めていなかった消火器の点検を追加で行 の上、不経済な支出が発生しないよう、

う必要が生じたことから、不経済な支出とな 適正な事務処理に努めます。
っているものが、 1件、 1 万1,340円相当あ
った。 （胆振総合振興局）

(ｹ) 役務費の執行において、ロッカーに鍵を入 物品の管理及び使用に当たっては、所
れたまま施錠したことから、これを解錠する 属職員に注意喚起を行い、再発防止に努

ための費用が生じ、 1 件、 1 万800円の支出 めます。
をしているものがあった。

（オホーツク総合振興局）

(ｺ) 物品の修繕において、請求権限のない者に 受領代理人に対する物品修繕代金の支
物品修繕代金を支払っているものが、 1件、 払に当たっては、委任状により当該受領
8,424円あった。 （警察本部） 代理人が正当な債権者であることを十分

確認し、適正な事務処理に努めます。

(ｻ) 共通乗車券の管理において、取扱責任者は、 共通乗車券の管理に当たっては、関係

乗車券綴を受領又は交付する必要があるとき 法令等を遵守し、適正な事務処理に努め
は、乗車券交付簿を備え、乗車券管理者の承 ます。
認を得るとともに、乗車券綴の使用者から受

領印を徴することとされているが、これらを
行っていないものがあった。（総合政策部）

(ｼ) 共通乗車券の管理において、取扱責任者は、 共通乗車券の管理に当たっては、関係
乗車券綴を受領又は交付する必要があるとき 法令等を遵守し、適正な事務処理に努め
は、乗車券交付簿を備え、乗車券管理者の承 ます。

認を得るとともに、乗車券綴の使用者から受
領印を徴することとされているが、平成28年
度（2016年度）及び平成29年度（2017年度）
において、これらを行っていないものがあっ

た。 （選挙管理委員会事務局）

(3) 契約に係る事項

ア 工事契約

《指導事項》

(ｱ) 工事請負契約において、契約保証金に代え 契約保証金に係る事務処理に当たって

る担保として金融機関の保証書の提出を受け は、関係法令等を遵守し、保証金額を増
た工事の契約金額の増額や工期の延長を行う 額した保証書や保証期間を変更した保証



- 15 -

場合は、受注者から、保証金額を増額した保 書を受理し、保証書の記載内容を十分確
証書や保証期間を変更した保証書の提出を受 認した上で変更契約をするなど、適正な
けてから変更契約を締結しなければならない 事務処理に努めます。

が、これが提出される前に変更契約を締結し
ているものがあった。

空知総合振興局、後志総合振興局、

宗谷総合振興局

(ｲ) 工事請負契約において、契約保証金に代え
る担保として金融機関の保証書の提出を受け

た工事の契約金額の増額や工期の延長を行う
場合は、受注者から、保証金額を増額した保
証書や保証期間を変更した保証書の提出を受

けるなどしなければならないが、これを受領
せずに変更契約を締結しているものがあった。
胆振総合振興局、日高振興局、

渡島総合振興局、オホーツク総合振興局

(ｳ) 営繕工事を概数で発注した場合は、概数と 営繕工事を概数で発注した場合の設計

して扱った数量の全部又は一部が確定した時 変更に当たっては、関係法令等を遵守し、
点で設計変更することとされているが、これ 適正な事務処理に努めます。
を行わなかったため、契約金額が過少となっ

ているものが、 2件、 1万9,961円あった。
（後志教育局）

イ 委託契約

《指摘事項》

(ｱ) 委託契約の予定価格の積算において、消費 委託契約の予定価格の積算に当たって
税等相当額が含まれる経費については、消費 は、消費税等相当額の取扱いについて十
税等相当額を除いて積算する必要があるが、 分確認の上、適正な事務処理に努めます。

消費税等相当額が含まれる旅費について、こ
れを控除せず積算し、消費税等相当額を加算
したことから、契約金額が割高となっている

ものが、 2件、11万8,772円あった。
（農政部）

(ｲ) 清掃業務委託において、予定価格の算定を 委託契約の最低制限価格の設定に当た
誤り最低制限価格を高く設定し、落札者とす っては、積算内容を十分確認の上、適正
べき者を失格としたため、契約金額が割高と な事務処理に努めます。

なっているものが、 1件、21万6,000円あっ
た。（旭川肢体不自由児総合療育センター）

《指導事項》

(ｱ) 消防用設備保守点検業務の予定価格の積算 委託業務に係る予定価格の積算に当た
において、積算に用いた一般管理費等率など っては、関係法令等に基づき積算内容を

を特段の理由もなく最高値を用いて算出した 十分確認し、業務の実態等に適合した一
ことなどから、予定価格が過大となっている 般管理費等率を用いるなど、適正な事務
ものが、 1件、33万1,560円あった。 処理に努めます。

（十勝総合振興局）

(ｲ) 庁舎清掃業務委託に係る一般競争入札の公 一般競争入札の参加資格要件の審査に

告において、申請をする日の直前 2営業年度 当たっては、関係法令等を遵守し、一般
分の決算において、当該契約と種類及び規模 競争入札に参加しようとする者が必要な
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をほぼ同じくする契約を締結し、かつ、誠実 要件を満たしているかどうかを十分確認
に履行した者であることを入札参加資格要件 の上、適正な事務処理に努めます。
の一つと定めており、これらを確認する書面

として事業実績がわかる契約書の写し等の提
出を求めているが、申請者から提出された書
面からは、この要件を確認できないものがあ

った。 （空知総合振興局）

(ｳ) 業務委託に係る一般競争入札において、あ 競争入札において、あらかじめ参加資
らかじめ参加資格を定める場合には、健康保 格を定めるに当たっては、関係法令等を

険法等の規定による届出の義務を履行してい 遵守し、定めるべき資格要件を十分確認
ない者でないことを要件としなければならな の上、適正な事務処理に努めます。
いが、これを定めていないものがあった。

（旭川肢体不自由児総合療育センター）

(ｴ) 除排雪委託業務に係る一般競争入札の資格 競争入札の参加資格要件の審査に当た

の公示において、税を滞納している者でない っては、資格要件の確認に必要な書類を
ことを入札参加資格要件の一つとして定めて 徴するなど関係法令等を遵守し、適正な
いるが、この要件の確認を行わず入札に参加 事務処理に努めます。

させているものがあった。 （計量検定所）

(ｵ) 委託契約に係る公募型プロポーザル方式の 公募型プロポーザル方式の参加資格要

公告において、税を滞納している者でないこ 件の審査に当たっては、資格要件の確認
とや健康保険法等の規定による届出の義務を に必要な書類を徴するなど関係法令等を
履行していない者でないことを参加資格要件 遵守し、適正な事務処理に努めます。
の一つとして定めているが、これを確認しな

いまま、資格審査を行っているものがあった。
（経済部、旭川高等技術専門学院）

(ｶ) 業務委託に係る予定価格調書の作成におい 業務委託に係る予定価格調書の作成に
て、予定価格や入札書比較価格を誤って記載 当たっては、関係法令等を遵守し、適正
しているものがあった。 な事務処理に努めます。

（総合政策部、経済部）

(ｷ) 予定価格調書は、秘密性を保持する必要性 予定価格調書の作成及び保管に当たっ

から作成後、直ちに封筒に入れ厳封しなけれ ては、関係法令等を遵守し、適正な保管
ばならないが、封入しないまま保管している に努めます。
ものがあった。 （経済部）

(ｸ) 庁舎環境衛生管理業務委託契約に係る一般 競争入札において入札参加資格要件を
競争入札において、入札説明書に定める業務 定めるに当たっては、関係法令等を遵守

仕様書では、業務履行時に発生する汚泥等の し、業務に必要な要件を十分確認の上、
産業廃棄物を処理させることとしていること 適正な事務処理に努めます。
から、入札参加資格は、産業廃棄物の収集・
運搬、処分の許可を受けた者であることを要

件とする必要があるが、これを定めずに公告
し、入札を執行していた。

（上川総合振興局）

(ｹ) 庁舎環境衛生管理業務等において、業務処 競争入札において入札参加資格要件を
理要領等では業務履行時に発生する汚泥等の 定めるに当たっては、関係法令等を遵守

産業廃棄物を処理させることとしていること し、業務に必要な要件を十分確認の上、
から、当該業務の入札参加資格は産業廃棄物 適正な事務処理に努めます。
の収集運搬、処分の許可を受けた者であるこ また、産業廃棄物の処理に当たっては、

とを要件としなければならないが、これを定 関係法令等を遵守し、産業廃棄物収集運
めないまま入札手続きを行っていた。 搬許可事業者及び処分業許可事業者と委
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また、産業廃棄物を処理する際は、産業廃 託契約を締結するなど、適正な事務処理
棄物の種類、数量等の必要事項を記載した契 に努めます。
約書により収集運搬、処分を委託しなければ

ならないが、これを行っていなかった。
（留萌振興局、オホーツク総合振興局）

(ｺ) 庁舎等の清掃業務契約において、当該契約 業務委託契約の締結に当たっては、関
を締結する時点において総価額を確定するこ 係法令等を遵守し、適正な事務処理に努
とが可能であるときは、総額により契約を締 めます。
結しなければならないが、総額により契約を

締結することが可能であったにもかかわらず、
日額により契約を締結しているものがあった。

（オホーツク総合振興局）

(ｻ) 委託契約における業務の完了検査について 委託契約における業務の完了検査に当
は、受託者から実績報告書等の提出があった たっては、関係法令等を遵守し、適正な

ときは、支出負担行為担当者等が指定する検 事務処理に努めます。
査員が行うこととなっているが、検査員の指
定を行わないまま、検査を行っているものが

あった。 （保健福祉部、留萌振興局）

(ｼ) 委託契約における業務の完了検査について、 委託契約における業務の完成検査及び

受託者から実績報告書の提出があったときは、 物品購入契約における納品検査に当たっ
支出負担行為担当者等が指定する検査員が行 ては、指定された検査員が検査を行うな
うこととなっているが、検査員の指定を行わ ど関係法令等を遵守し、適正な事務処理
ないまま、検査を行っているものがあった。 に努めます。

また、物品購入契約における納品検査につ
いては、契約担当者等が指定する検査員が行
うこととなっているが、検査員の指定を行わ

ないまま、検査を行っているものがあった。
（人事委員会事務局）

(ｽ) 測量業務委託契約において、設計変更の際 委託業務の予定価格の積算に当たって
に復元測量などの数量を誤って積算し契約変 は、関係法令等を遵守し、積算内容を十
更したため、契約金額が過少となっているも 分確認の上、適正な事務処理に努めます。

のが、 1件、 2万769円あった。 （総務部）

ウ その他の契約

《指摘事項》

(ｱ) 物品購入契約等に係る見積合せの執行にお 物品購入契約等に係る見積合せの執行
いて、代理人の記名押印がない見積書や代表 に当たっては、関係法令等を遵守し、適
者の押印がない見積書は無効としなければな 正な事務処理に努めます。
らないが、これらを有効なものとしているも

のが 2件あり、このうち、無効な見積書を提
出している者と契約を締結しているものが、
1件、69万1,200円あった。 （水産林務部）

(ｲ) 道の所有に属する物品の売払いに当たって 道の所有に属する物品の売払いに当た
は、売払代金の完納後に引き渡さなければな っては、関係法令等に基づき適正に行う

らないが、代金の完納前に引渡しを行ってい よう、関係職員に対し財務事務研修等を
るものが、 1件、852万9,494円あった。 通じて知識の向上を図り、適正な事務処

（十勝総合振興局） 理に努めます。

(ｳ) 道の所有に属する物品の売払いに当たって 道の所有に属する物品の売払いに当た
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は、原則として売払代金の完納後に、当該物 っては、関係法令等を遵守するよう職員
品を引き渡さなければならないが、完納前に に周知徹底し、適正な事務処理に努めま
引き渡しているものが、 1 件、 8 万7,566円 す。

あった。 （函館工業高等学校）

(ｴ) 物品購入において、物品購入決定書と異な 物品購入に当たっては、物品管理担当

る数量で発注し、納品させているものが、 1 と物品購入契約担当との連携を密にし、
件、 5万3,900円あった。 正しい内容で発注を行うなど、関係法令
また、当該物品の納品検査において、納品 等に基づき適正な事務処理に努めます。

された物品の数量が物品購入決定書と異なっ また、物品納品時の検査に当たっては、

ているにもかかわらず、契約の内容に適合す 納品された物品の数量と物品購入決定書
る給付が完了したとして受領していた。 の数量を確認するなど、関係法令等に基

（湧別高等学校） づき適正な事務処理に努めます。

《指導事項》

(ｱ) 物品の売払契約の一般競争入札においては、 物品の売払契約における消費税及び地
消費税等込み価格相当額で競争させることと 方消費税の取扱いに当たっては、関係法
していることから、入札書に記載する金額は 令等を遵守し、契約及び審査事務担当職

消費税等相当額を含めた額とする旨の公告を 員の更なる研さんと牽制を図り、適正な
しなければならないが、消費税等相当額を含 事務処理に努めます。
めない額を入札書に記載する旨を公告し、入

札させているものがあった。
（オホーツク総合振興局）

(ｲ) 物品運送業務契約に係る一般競争入札の資 物品運送業務契約に係る一般競争入札

格の公示において、税を滞納している者でな における入札参加資格要件の審査に当た
いことを入札参加資格要件の一つとして定め っては、関係法令等を遵守し、資格要件
ているが、この要件の確認を行わず入札に参 を証するために必要な書類を徴するな

加させているものがあった。 （石狩教育局） ど、適正な事務処理に努めます。

(ｳ) 通学用バス借上運行単価契約に係る一般競 通学用バス借上運行単価契約に係る一

争入札の資格の公示において、申請しようと 般競争入札における入札参加資格要件の
する日現在、一般貸切旅客自動車運送事業を 審査に当たっては、関係法令等を遵守し、
引き続き 2年以上営んでいることを入札参加 申請書及び必要添付書類を十分確認する

資格要件の一つと定めており、これを確認す よう職員に周知し、適正な事務処理に努
る書面として事業実績がわかる契約書の写し めます。
の提出を求めているが、申請者から提出され

た書面からは、この要件を確認できないもの
があった。 （渡島教育局）

(ｴ) 物品の賃貸借契約に係る予定価格調書の作 物品の賃貸借契約に係る予定価格調書
成において、予定価格を誤って記載している の作成に当たっては、記載誤りがないか
ものがあった。 （総務部） 十分確認の上、適正な事務処理に努めま

す。

(ｵ) 物品の賃貸借契約に係る予定価格調書の作 物品の賃貸借契約に係る予定価格調書
成において、予定価格を誤って記載している の作成に当たっては、関係法令等を遵守

ものや、入札書比較価格を記載していないも し、適正な事務処理に努めます。
のがあった。 （留萌教育局）

(ｶ) 印刷物の製造契約に係る見積合せの執行に 見積合せの執行に当たっては、関係法
おいて、代表者の押印がない見積書は無効と 令等を遵守し、適正な事務処理に努めま
しなければならないが、有効としているもの す。

があった。 （教育庁）
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(ｷ) 単価契約に係る見積合せの執行において、 見積合せの執行に当たっては、関係法
単価を訂正した見積書は無効としなければな 令等を遵守し、適正な事務処理に努めま
らないが、これを有効としているものがあっ す。

た。 （釧路警察署）

(ｸ) 印刷物の製造に係る予定価格については、 予定価格の決定に当たっては、関係法

消費税等抜き価格で積算した全体価格の金額 令等を遵守し、適正な事務処理に努めま
に100分の 8 に相当する額を加算して決定す す。
ることとされているが、それと異なる額を予
定価格としているものがあった。

（保健福祉部）

(ｹ) 少額工事の執行において、交換の必要のない 少額工事の執行に係る予定価格の積算

部品代を含めて積算したことから、契約金額 に当たっては、関係法令等に基づき、積
が割高となっているものが、 1 件、 1 万1,591 算内容を確認し、誤りがないよう十分精
円あった。 （経済部） 査するなど、適正な事務処理に努めます。

(ｺ) 製造の請負等の契約において、本来競争入 製造の請負等に係る随意契約を行う場
札に付すべきものを随意契約により行う場合 合に当たっては、関係法令等を遵守し、

には、入札参加者指名選考委員会の審議に付 契約毎に必要な手続を確認するなど、適
さなければならないが、これを行っていない 正な事務処理に努めます。
ものがあった。 （選挙管理委員会事務局）

(ｻ) 物品購入契約における納品検査については、 物品購入の納品検査に当たっては、関
契約担当者等が指定する検査員が行うことと 係法令等を遵守し、適正な事務処理に努
なっているが、検査を行っていないものがあ めます。

った。
また、検査当日に在勤していない職員が、

検査を行ったとしているものがあった。

（農政部）

(ｼ) 物品購入契約における履行確認検査につい 物品購入契約における履行確認検査に

ては、契約担当者等が指定する検査員が行う 当たっては、関係法令等を遵守し、あら
こととなっているが、検査員に指定されてい かじめ指定された検査員により検査を行
ない者が、検査を行っているものがあった。 うことを徹底するなど、適正な事務処理

（十勝総合振興局、札幌高等技術専門学院） に努めます。

(ｽ) 物品購入契約における履行確認検査につい 物品購入契約における履行確認検査に

ては、契約担当者等が指定する検査員が行う 当たっては、関係法令等を遵守し、指定
こととなっているが、検査員に指定されてい された検査員により検査を行うことを徹
ない者が、検査を行っているものがあった。 底するなど、適正な事務処理に努めます。

（留萌警察署）

(ｾ) 物品の賃貸借契約において、借入物品が納 物品の賃貸借契約に係る検査に当たっ
入されたときは、検査員を指定し、検査を行 ては、関係法令等に基づき検査員の指定

わなければならないが、これらを行っていな 及び検査を行うなど、適正な事務処理に
いものがあった。 （水産林務部） 努めます。

(ｿ) 少額工事の請負契約において、完成の届出 少額工事の完成検査に当たっては、関
があったときは、検査員が完成検査を行わな 係法令等を遵守し、適正な事務処理に努
ければならないが、検査当日に在勤していな めます。

い検査員が検査を行ったとしているものがあ
った。 （胆振総合振興局）

(ﾀ) 物品購入等の納品検査において、契約の相 物品の購入等の納品検査に当たって
手方から納品の通知を受けたときは、検査員 は、関係法令等を遵守し、適正な事務処
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が納品検査を行うこととされているが、検査 理に努めます。
当日に在勤していない職員が検査を行ったと
しているものがあった。

（胆振総合振興局、上川総合振興局）

(ﾁ) 定期刊行物の購入において、履行確認検査 定期刊行物購入の履行確認検査に当た

は、当該定期刊行物が納入された都度行うこ っては、関係法令等を遵守し、適正な事
ととされているが、検査当日に在勤していな 務処理に努めます。
い職員が検査を行ったとしているものがあっ
た。 （釧路総合振興局）

(4) 財産に係る事項

ア 公有財産

《指導事項》

(ｱ) 公有財産については、公有財産台帳を備え、 公有財産台帳の調製及び公有財産の管
所在、種別、取得年月日、異動年月日等を記 理に当たっては、関係法令等を遵守し、

入した上、当該台帳に登録した建物等につい 適正な事務処理に努めます。
ては、その図面を附属させておかなければな なお、取得した建物については、登記
らないが、これらを行っていないものがあっ 手続を行いました。

た。
また、公有財産の管理において、建物を新

築により取得した場合は、登記手続きをしな
ければならないが、これを行っていないもの

があった。 （原子力環境センター）

(ｲ) 電力使用量の計量に使用する計量器につい 電力使用量の計量に使用する計量器に

ては、検定証印等の有効期間内のものとしな 当たっては、有効期間の確認を徹底する
ければならないが、行政財産の使用を許可し とともに、関係法令等を遵守し、適正な
た売店等の電力使用量の計量に当たって、有 事務処理に努めます。

効期間を経過した計量器を使用していた。
（札幌北高等学校）

イ 物品

《指導事項》

(ｱ) 公用車の保守管理において、運行管理者は、 公用車の保守管理に当たっては、関係
法令等を遵守して定期点検整備を実施しなけ 法令等を遵守し、適正な保守管理に努め
ればならないが、これを実施していない公用 ます。

車があった。
総務部、胆振総合振興局、渡島総合振興局、
根室振興局、原子力環境センター

(ｲ) 公用車の保守管理において、運行管理者は、 公用車の保守管理に当たっては、関係
法令等を遵守して定期点検整備を実施しなけ 法令等を遵守し、適正な保守管理に努め

ればならないが、これを実施していない公用 ます。
車があった。
（小樽水産高等学校、函館五稜郭支援学校）

(ｳ) 指定物品の処分において、物品不用決定書 物品の処分に当たっては、関係法令等
による不用の決定を行っていないものがあっ を遵守し、適正な事務処理に努めます。

た。 また、指定物品現在高報告書の作成に
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また、指定物品現在高報告書の作成に当た 当たっては、財務会計トータルシステム
っては、現物、備品記録票等と突合を行った に登録した指定物品の登録内容を十分確
上で、これを会計管理者に提出しなければな 認するなど、適正な事務処理に努めます。

らないが、当該物品が処分されているにもか
かわらず、現存するものとして提出していた。

石狩振興局、十勝総合振興局、

根室振興局、原子力環境センター

(ｴ) 劇物の処分において、物品不用決定書によ 劇物の処分に当たっては、関係法令等
る不用の決定を行っていなかった。 を遵守し、適正な事務処理に努めます。

（留萌振興局）

(ｵ) 郵便切手類の払出しを受けた物品供用員又 郵便切手類の受払いの記録に当たって

は物品使用者は、受払簿等により受払いの記 は、関係法令等を遵守し、適正な事務処
録を行うこととされているが、収入印紙につ 理に努めます。
いて、これを行っていなかった。

（留萌振興局）

(ｶ) 動物管理に係る医薬品等の管理において、 危険医薬品の管理に当たっては、関係

医薬品等取扱責任者は、すべての危険医薬品 法令等を遵守し、適正な事務処理に努め
を危険医薬品総括表に記録し、危険医薬品記 ます。
録簿を添付のうえ、月ごとに決裁を受けなけ

ればならないが、平成27年（2015年） 6 月
以降これらを行っていなかった。

（根室振興局）

(5) 工事（技術）に係る事項

ア 設計

《指導事項》

砂防工事において、掘削土量の増加に伴い、 工事の設計変更に当たっては、現場状
法枠工を減じる必要が生じ設計変更を行ったが、 況を十分確認するよう、関係職員を指導
法枠工の下地となる施工済みの金網の設置部分 し、適正な設計に努めます。

を含めて減じたことから、設計金額が74万5,200
円過少となっていた。 （十勝総合振興局）

イ 積算

《指導事項》

河川改修工事において、築提工の盛土の積算 工事の積算に当たっては、各種基準に
に当たり、ブルドーザによる施工数量が10,000 基づき適正に処理するよう関係職員を指
㎥以上から10,000㎥未満に変更となる場合は、 導し、適正な積算に努めます。

21トン級ブルドーザから15トン級ブルドーザに
適用機種を変更すべきところ、21トン級ブルド
ーザで積算したため、施工費及び分解組立運搬

費の設計金額が50万7,600円過大となっていた。
（オホーツク総合振興局）

ウ 施工

《指導事項》

(ｱ) 道路改良工事において、植生工の施工に当 植生工の施工に当たっては、土木工事
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たり、張芝については日平均気温 0℃以上ま 共通仕様書及び植生設計施工要領を十分
での時期に施工を完了させなければならない 留意するよう関係職員を指導し、適切な
が、これを下回る時期に施工を行わせており、 工法の選定と適正な施工に努めます。

施工時期が適切でなかった。
（オホーツク総合振興局）

(ｲ) 道路改良工事において、植生工の施工に当 植生工の施工に当たっては、植生設計
たり、現地の土壌試験の結果により、当初予 施工要領の考え方を十分理解した上で、
定していた有機材種子散布工から植生基材吹 植生工が適期に施工できるよう考慮し発
付工に変更したが、植生工の選定や資材の手 注するほか、植生工が適期に施工できな

配に時間を要し、施工適期を過ぎたにもかか い場合は、原則として、植生工を取りや
わらず施工を行わせているものがあった。 めるなど適切な施工が行われるよう工事

（釧路総合振興局） を監督、受注者を指導し、再発防止に努

めます。

エ 事務処理

《指導事項》

(ｱ) 河川改修工事において、土工量等の概数を 概数発注に係る数量の確定に当たって
確定するに当たり、工事着手前に発注者と受 は、設計図書等作成要領及び特記仕様書
注者が工事施工協議簿により、数量の確定を に基づき、現場代理人と数量確定に係る

行わなければならないが、これを行っていな 協議を行い、その協議結果について工事
かった。 （胆振総合振興局） 施工協議簿を作成するとともに、概数確

定に伴う設計変更を行う際は、設計変更
上申書の出張所決裁時に、主任監督員に

よって概数確定時の工事施工協議簿の有
無及び記載内容について確認を行うな
ど、適正な事務処理に努めます。

(ｲ) 河川改修工事において、擁壁工の施工に当 工事の設計変更に当たっては、現場状
たり、Ｈ形鋼の打込工法を変更する場合には、 況を的確に把握した上で、必要な時期に

設計変更の手続きを行い、契約変更後に着手 設計変更を行うよう関係職員へ周知徹底
しなければならないが、これより前に着手し を図り、適正な事務処理に努めます。
ており、事務処理が適切でなかった。

（オホーツク総合振興局）

(ｳ) 庁舎改築工事において、除雪費等の概数を 概数発注に係る数量の確定に当たって

確定するに当たり、発注者と受注者が工事打 は、その手続について営繕工事設計図書
合せ記録簿により、数量の確定を行わなけれ 等作成要領を十分確認し、適正な事務処
ばならないが、これを行っていなかった。 理に努めます。

（警察本部）

(ｴ) 庁舎改築工事において、地盤の掘削により 土壌汚染に係る届出については、関係
土壌を区域外に搬出するなどして、3,000㎡ 法令等を十分確認し、適正な事務処理に

以上の土地の形質を変更する場合には、着手 努めます。
する日の30日前までに、当該土地の形質を変
更する場所や着手予定日等を知事に届け出な

ければならないが、これを行っていなかった。
（警察本部）

(6) その他

ア 総則

《指導事項》
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(ｱ) 歳入金に係る現金の収納事務については、 現金の収納事務に当たっては、関係法
収入取扱員が行わなければならないが、収入 令等を遵守し、収入取扱員に発令してい

取扱員に発令していない者が現金を取り扱っ ない者が現金を取り扱うことがないよ
ているものがあった。 う、適正な事務処理に努めます。

空知総合振興局、胆振総合振興局、

留萌振興局、十勝総合振興局

(ｲ) 前渡された資金に基づく現金の支払事務に 前渡された資金に基づく現金の支払事
ついては、部局長等が任命する資金前渡員が 務に当たっては、関係法令等を遵守し、

行わなければならないが、職員が立て替えた 資金前渡員に発令していない者が現金を
庁中常用の経費について、資金前渡員に発令 取り扱うことがないよう、適正な事務処
していない者が現金を取り扱っているものが 理に努めます。

あった。 （オホーツク総合振興局）

イ 計算証明等

《指導事項》

(ｱ) 収入取扱員に異動があったときは、前任者 収入取扱員の異動による事務の引継ぎ
は、異動発令の日から10日以内に、引継書を に当たっては、関係法令等を遵守し、適
作成し、その保管又は管理に係る帳簿等及び 正な事務処理に努めます。

証拠書類を後任者に引き継がなければならな
いが、これを行っていなかった。

（農政部、空知総合振興局）

(ｲ) 資金前渡員に異動があったときは、前任者 資金前渡員の異動による事務の引継ぎ
は、異動発令の日から10日以内に、引継書を に当たっては、関係法令等を遵守し、適
作成し、その保管に係る前渡資金、帳簿及び 正な事務処理に努めます。

証拠書類を後任者に引き継がなければならな
いが、これを行っていなかった。

（オホーツク総合振興局）

(ｳ) 収入取扱員の所掌する現金の出納事務につ 収入取扱員の所掌する現金の出納事務
いては、毎年 3 月31日現在及び収入取扱員 に係る検査に当たっては、関係法令等を

に異動があった場合において、検査員を定め 遵守し、適正な事務処理に努めます。
て検査をしなければならないが、これを行っ
ていなかった。 （農政部）

(ｴ) 歳入歳出外現金等取扱員の所掌する現金等 歳入歳出外現金等取扱員の所掌する現
の出納事務については、毎年 3 月31日にお 金等の出納事務に係る検査に当たって

いて、検査員を定めて、部内検査を行わなけ は、関係法令等を遵守し、適正な事務処
ればならないが、これを行っていないものが 理に努めます。
あった。 （十勝総合振興局）

(ｵ) 収入証紙の部内検査については、部局長は、 部局長の所掌する事務に係る収入証紙
毎年 3 月31日において、検査員を定めて、 の取扱状況の検査に当たっては、関係法
その所掌する事務に係る収入証紙の取扱状況 令等を遵守し、適正な事務処理に努めま

を検査しなければならないが、検査員の指定 す。
を行わないまま、検査を行っているものがあ
った。 （空知総合振興局）

ウ 債権・基金

《指導事項》
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自動販売機設置に係る建物貸付収入債権につ 債権現在高報告書の総務部長への提出
いては、債権管理簿を備え、必要な事項を記録 に当たっては、関係法令等を遵守し、適
しておくとともに、毎会計年度終了後、債権現 正な事務処理に努めます。

在高報告書を作成し、総務部長に提出しなけれ
ばならないが、これらを行っていないものがあ
った。 （網走高等看護学院）

５ 公用車による交通事故等が発生しているもの

監 査 報 告 の 内 容 講 じ た 措 置

(1) 公用車による交通事故

《指摘事項》賠償金、修繕費用等が、1件100万円以上の支出があるもの

《指導事項》賠償金、修繕費用等が、1件 10万円以上の支出があるもの（上記指摘事項

を除く。）

《指摘事項》

公用車による交通事故が発生し、賠償金、修 公用車の交通事故防止については、職
繕費用等として、122件、3,659万9,254円の支 員に対する教養や資料等の発出など、各
出等があった。 種施策を講じ、その徹底を図っていると

なお、全損により、 1台の廃車があった。 ころですが、今後一層の安全確認の徹底、
（警察本部） 運転技術の向上、事故防止意識の高揚を

注1 各方面本部及び警察署を含む。 図り、事故の防止に努めます。
注2 1 件100万円以上の交通事故のほか、 1 件10万円

以上の交通事故に係る件数及び金額を含む。

《指導事項》

公用車による交通事故が発生し、賠償金、修 公用車による交通事故の対策について
繕費用等として、計13部局で、39件、926万 は、これまで交通事故等の防止を含む綱
1,487円の支出等があった。 紀保持の通達や全道振興局総務課長会議

なお、全損により、 3台の廃車があった。 において、交通事故の注意喚起を行うと
ともに、毎月全道公用車の「交通事故速

【賠償金、修繕費用等の合計】 （単位：件、円、台） 報」を各職場に周知し啓発を行っている

部 局 名 件数 金 額
全 損 に ほか平成27年（2015年）12月からは自動
よる廃車 車保険契約の契約業者が全道14振興局へ

空 知 総 合 振 興 局 6 1,446,636 赴き、安全運転研修会を実施するなど、

石 狩 振 興 局 1 282,200 安全運転意識の高揚を図っているところ
後 志 総 合 振 興 局 3 733,109 1 です。
胆 振 総 合 振 興 局 8 1,679,329 1 また、事故を起こした職員に対して、

日 高 振 興 局 1 157,302 その責任を明らかにし、厳正な処分を行
渡 島 総 合 振 興 局 3 613,129 うなど、強く反省を促し、交通事故防止
檜 山 振 興 局 1 387,752 について職場ぐるみでの取組を強化して
上 川 総 合 振 興 局 2 396,837 1 います。

宗 谷 総 合 振 興 局 1 245,289 引き続き、あらゆる機会を通じて職員
オホーツク総合振興局 9 2,413,174 に注意を喚起するとともに、職員の交通
十 勝 総 合 振 興 局 1 149,965 安全に対する意識の高揚を図り、交通事

釧 路 総 合 振 興 局 2 383,765 故の防止について一層努めます。
根 室 振 興 局 1 373,000

計 39 9,261,487 3

《指導事項》

公用車による交通事故が発生し、修繕費用と 公用車による交通事故の対策について

して、計 2 部局で、 2 件、37万1,699円の支出 は、管理職員から職員に対して交通違反
があった。 ・事故防止のための注意喚起や職場研修
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の実施に取り組んでいるところです。
【修繕費用の合計】（単位：件、円） 今後とも引き続き、あらゆる機会を通

部 局 名 件数 金 額 じて職員に注意を喚起するとともに、職

胆 振 教 育 局 1 111,337 員の交通安全に対する意識の高揚を図
渡 島 教 育 局 1 260,362 り、交通事故の防止について一層努めま

計 2 371,699 す。

(2) 行政事故

《指導事項》賠償金が、1件10万円以上の支出があるもの

職務の執行において行政事故が発生し、賠償 庁舎敷地内での作業に当たっては、事
金として、1件、45万2,164円の支出があった。 前に関係者に周知し、所属内でのチェッ

（日高振興局） ク体制を強化するとともに、実施前に作
業箇所付近の状況を確認し、行政事故の
再発防止に努めます。

職務の執行において行政事故が発生し、賠償 職務執行中における行政事故防止に当
金として、2件、28万8,905円の支出があった。 たっては、職員に対する教養や資料等の

（警察本部） 発出など、各種施策を講じ、その徹底を

図っているところですが、今後一層の事

故防止意識の高揚を図り、事故の防止に

努めます。

(3) 管理瑕疵

《指導事項》賠償金が、1件10万円以上の支出があるもの

施設等の管理瑕疵による物損事故が発生し、 施設の管理瑕疵による事故防止に当た

賠償金として、計 2部局で、 3 件、55万9,863 っては、関係機関等との連携や不具合箇
円の支出があった。 所の早期発見・早期補修を行うなど、同

（単位：件、円） 様の事故が発生しないよう維持管理の徹

部 局 名 件 数 金 額 底に努めます。
総 務 部 2 431,719

水 産 林 務 部 1 128,144

計 3 559,863

施設の管理瑕疵による物損事故が発生し、賠 空き公宅の管理に当たっては、退去時
償金として、 1件、31万1,277円の支出があっ 点検や漏水対策を実施するなど維持管理

た。 （石狩教育局） を徹底し、再発防止に努めます。

施設の管理瑕疵による物損事故が発生し、賠 施設の管理瑕疵による事故防止につい

償金として、 2件、38万84円の支出があった。 ては、天候や積雪状況などを踏まえた確
（警察本部） 実な点検を実施するとともに、早期の状

況把握や予防措置を徹底し、事故の防止

に努めます。

(4) その他の事故等

《指摘事項》賠償金が、 1件100万円以上の支出があるもの

《指導事項》賠償金等が、1件 10万円以上の支出があるもの

《指摘事項》 職員の負傷事故防止に当たっては、機
道立学校における清掃作業中に、負傷事故が 会あるごとに注意喚起を行い、再発防止
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発生し、賠償金として、 1件、454万2,110円の に努めます。
支出があった。 （オホーツク教育局）

《指導事項》

道営住宅に設置した高齢者生活相談所に係る 道営住宅の高齢者生活相談所に係る電
電気料金については、地元市町村が負担するこ 気メーターの設置に当たっては、適切な

ととされているが、当該相談所の設置時に道が 設計となるよう関係機関等と連携を図
電気メーターを設置しなかったことに起因して、 り、設計及び工事完成時の確認を十分に
当該相談所が所在する自治会が支払っていたこ 行うなど、再発防止に努めます。
とから、この電気料金相当額に対する利息相当

分を賠償金として支出しているものが、 1件、
31万7,936円あった。 （釧路総合振興局）

《指導事項》

実習船による海難事故が発生し、離礁作業費 実習船による海難事故の防止に当たっ
用等として、 1 件、35万7,534円の支出があっ ては、安全確認の徹底や技能研修等を実

た。 （渡島教育局） 施して職員の危機管理意識の高揚を図
り、再発防止に努めます。

６ 公有財産の損傷等が発生しているもの

監 査 報 告 の 内 容 講 じ た 措 置

(1) 火災が発生し、復旧費用を支出しているもの

《指摘事項》

職員住宅で火災が発生し、復旧費用として、 火災事故防止については、職員に対す
1件、1,198万8,000円の支出があった。 る教養や資料等の発出など、各種施策を

（警察本部） 講じ、その徹底を図っているところです
が、今後一層の防火意識の高揚を図り、
事故の防止に努めます。

(2) 物品の損傷が発生し、修繕費用等を支出しているもの

《指摘事項》修繕費用等として、合計額が 5万円以上の支出があるもの

《指導事項》修繕費用 として、合計額が5,000円以上の支出があるもの（上記指摘事項

を除く。）

《指摘事項》

物品の損傷が発生し、修繕費用等として、計 物品の管理及び使用に当たっては、損

12部局で、29件、250万7,066円の支出があった。 傷が発生することがないよう、職員に注
（単位：件、円） 意喚起し、再発防止に努めます。

部 局 名 件数 金 額 損 傷 物 品

総 務 部 1 87,048 パーソナルコンピュータ

経 済 部 2 104,220 公用車及びパーソナルコンピュータ

空 知 総 合 振 興 局 3 300,099 公用車

後 志 総 合 振 興 局 2 186,127 公用車

胆 振 総 合 振 興 局 2 153,021 公用車

檜 山 振 興 局 1 96,765 公用車

上 川 総 合 振 興 局 4 114,880 公用車及びパーソナルコンピュータ

留 萌 振 興 局 1 72,360 デジタル一眼レフカメラ

宗 谷 総 合 振 興 局 3 127,018 公用車及びパーソナルコンピュータ

オホーツク総合振興局 2 531,748 公用車及びスノーモビル

十 勝 総 合 振 興 局 5 566,143 公用車及びパーソナルコンピュータ

根 室 振 興 局 3 167,637 公用車及びパーソナルコンピュータ
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計 29 2,507,066

《指導事項》

公用車の損傷が発生し、修繕費用として、 1
件、9,471円の支出があった。

（北方領土対策根室地域本部）

《指摘事項》

物品の損傷が発生し、修繕費用として、計 2 物品の管理及び使用に当たっては、損
部局で、 2件、39万4,632円の支出があった。 傷が発生することのないよう、職員に注

（単位：件、円） 意を喚起し、再発防止に努めます。
部 局 名 件数 金 額 損 傷 物 品

教 育 庁 1 64,800 パーソナルコンピュータ

雨 竜 高 等 養 護 学 校 1 329,832 コンクリートプラント

計 2 394,632

《指摘事項》

物品の損傷が発生し、修繕費用として、計 9 物品の管理及び使用に当たっては、損
部局で、18件、201万5,375円の支出があった。 傷等が発生することがないよう、職員に

（単位：件、円） 注意を喚起し、再発防止に努めます。
部 局 名 件数 金 額 損 傷 物 品

警 察 本 部 2 98,984 公用車及び楽器

旭 川 方 面 本 部 3 322,109 公用車

釧 路 方 面 本 部 2 588,600 ＩＣ運転免許証両面コピー装置

北 見 方 面 本 部 1 138,358 公用車

中 央 警 察 署 3 206,398 公用車

北 警 察 署 4 352,576 公用車及び可搬式速度測定装置

手 稲 警 察 署 1 130,723 公用車

釧 路 警 察 署 1 86,745 公用車

北 見 警 察 署 1 90,882 公用車

計 18 2,015,375

《指導事項》

物品の損傷が発生し、修繕費用として、計 3
部局で、 3件、9万2,028円の支出があった。

（単位：件、円）

部 局 名 件数 金 額 損 傷 物 品

栗 山 警 察 署 1 34,560 パーソナルコンピュータ

名 寄 警 察 署 1 23,058 公用車

根 室 警 察 署 1 34,410 公用車

計 3 92,028

(3) 物品の亡失

《指摘事項》

ア 物品の亡失が発生した部局が、 5部局 物品の管理に当たっては、亡失するこ
あった。 とがないよう、職員に注意を喚起し、再

部 局 名 亡 失 物 品 発防止に努めます。
環 境 生 活 部 ＩＣカード乗車券

建 設 部 共通乗車券

胆 振 総 合 振 興 局 ＥＴＣカード

オホーツク総合振興局 キーケースの鍵

東 京 事 務 所 ＩＣカード乗車券

イ 物品の亡失が発生した部局が、 2部局 物品の管理に当たっては、紛失や盗難
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あった。 に遭うことがないよう、職員に注意を喚
部 局 名 亡 失 物 品 起し、再発防止に努めます。

枝 幸 高 等 学 校 校舎マスターキー及び電子キー

置 戸 高 等 学 校 電子キー及び事務室入口扉鍵

ウ ＵＳＢメモリーの亡失があった。 物品の使用に当たっては、亡失するこ

（栗山警察署） とがないよう、職員に注意を喚起し、再
発防止に努めます。

７ その他是正又は改善を求めたもの

監 査 報 告 の 内 容 講 じ た 措 置

経営に係る事業の管理

《指摘事項》

ホッカイドウ競馬の経営は、平成23年（2011年） 平成30年度（2018年度）は、「第２期

に策定した北海道競馬推進プランによるインター 北海道競馬推進プラン」を着実に推進し、
ネット発売の拡大や、日本中央競馬会との相互発 安定した収支構造の確立に向け、魅力あ
売などの取組、平成28年（2016年） 3月に策定し る番組づくりやレース情報の提供の充実

た第 2期北海道競馬推進プランに基づく、レース 等により、発売拡大を図るとともに、Ｊ
情報の積極的な発信や高画質なレース映像の提供 ＲＡとの相互発売の効果的な実施によ
など、さらなる発売拡大の取組などにより、平成 り、引き続き収益確保に努めます。
29年度（2017年度）の単年度収支が10億318万円

となり、平成25年度（2013年度）から 5年連続で 平成30年度（2018年度）においては、
単年度収支が黒字となっている。 次のような取組を行いました。
今年度においても、単年度収支の黒字拡大に伴

い、一般会計からの借入金に対する償還を行って [魅力ある番組づくり]
いるが、累計の借入金は237億8,937万円と依然と ○本賞金・出走手当の引き上げ、特に２
して多額となっていることから、安定した収支構 歳馬競走を充実

造の維持に向けて、引き続き経営改善を図る必要 ○ヤングジョッキーズシリーズトライア
がある。 （農政部） ルの実施

[発売対策]

○全国スポーツ紙への出稿などレース情
報の積極的な発信

○ホームページをリニューアルするなど

情報発信強化
○Ａ i ｂ a イベントの実施や広報媒体活
用の拡大など道内発売対策の充実
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【公営企業会計】
１ 経営に係る事業の管理について是正又は改善を求めたもの

監 査 報 告 の 内 容 講 じ た 措 置

経営に係る事業の管理

《指摘事項》

(1) 工業用水道事業の経営については、当年度 工業用水道事業においては、更なる経
の純利益が 1億9,985万1,299円と 7 年連続の 営基盤の強化に向け、「北海道工業用水
黒字決算となったところであるが、累積欠損 道事業経営健全化計画」（平成27年度（2

金は86億3,792万623円と、なお多額となって 015年度）～31年度（2019年度））を策
いるなど、厳しい経営状況にあるため、平成 定し、経営改善に取り組んでいます。
27年度（2015年度）から取り組んでいる経営 特に、石狩湾新港地域工業用水道の需

健全化計画の収支目標にある、毎年度におけ 要の拡大が喫緊の課題であることから、
る純利益の計上と未処理欠損金の低減等に向 庁内の企業誘致部局等との「需要開拓促
けて、引き続き経営の改善を図る必要がある。 進連絡会議」において情報共有を密に図

（企業局） るほか、配水管路沿線企業等への営業、
施設見学会の開催、企業誘致イベントへ
の出展など契約水量の増加を図るための

取組を行っています。
このほか、需要開拓と道民理解促進を

目的に、道営工業用水道のフェイスブッ
ク、ブログ等による情報発信も行ってい

ます。
今後も、外部有識者による「経営懇談

会」からの意見を参考に、需要拡大や支

出抑制による純利益の計上や未処理欠損
金の低減等に取り組み、「北海道工業用
水道事業経営健全化計画」の着実な達成

に向け、引き続き経営の改善に努めます。

(2) 病院事業の経営について、当年度は純損失 病院事業の経営については、依然とし

が 4 億5,377万2,462円となり、累積欠損金は て多額の累積欠損金を抱えるなど、厳し
527億8,803万9,982円に増加し依然として多 い経営状況にあると認識しております。
額であることなど、病院事業の経営は極めて このため、平成29年（2017年） 3 月

厳しい状況にあるため、引き続き経営の改善 に「北海道病院事業改革推進プラン」を
を図る必要がある。 （道立病院局） 策定し、最重要課題である医師をはじめ

とする医療従事者の確保に重点的に取り

組んでいます。
また、平成29年（2017年） 4 月から

は、経営の自由度を高めるため、地方公
営企業法の全部を適用し、機動的・効率

的な組織編成・人員配置など様々な取組
を進めています。
今後とも、地域で必要とされる医療の

提供に引き続き努めながら、新たな改革
プランを着実に推進するとともに、全部
適用のメリットを十分に活用し、病院事

業の経営改善に取り組みます。
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２ 合規性の視点から是正又は改善を求めたもの

監 査 報 告 の 内 容 講 じ た 措 置

(1) 収入に係る事項

《指導事項》

ア 過年度医業未収金において、督促状の指定 過年度医業未収金に係る催告等や、不
期限を過ぎて完納に至らない場合は、催告等 納欠損処理に当たっては、関係法令等を

を行うこととされているが、 1 年以上これら 遵守し、適正な事務処理に努めます。
を行っていないものがあった。 また、時効の援用の申出がないものな
また、督促状の指定期限又は最終の一部納 どについては、必要な調査等を取り進め、

付日の翌日から起算して 3年経過した場合は、 未収金の解消に努めます。
期限付きの催告状を送付し、時効の援用の申
出があった場合などに、不納欠損処理を行う

こととされているが、これらを行っていない
ものがあった。 （向陽ヶ丘病院）

イ 医業未収金の徴収において、納入義務者が 医業未収金の徴収に当たっては、関係
督促状の指定期限までに滞納金を完納しない 法令等を遵守し、適正な事務処理に努め
ときは、納期限の翌日から納付の日までの期 ます。

間の日数等に応じて計算した延滞金を徴収す
ることとされ、当該延滞金を納付させるとき
は、納入義務者に対して納付書を送付しなけ
ればならないが、これを行っていないものが

あった。（子ども総合医療・療育センター）

ウ 修繕費用を請求するときは、調定を行い、 調定及び納入通知書の送付に当たって

直ちに納入通知書を作成して納入義務者に送 は、関係法令等を遵守し、適正な事務処
付しなければならないが、これらを行ってい 理に努めます。
ないものがあった。 （緑ヶ丘病院） なお、未調定分については、調定を行

い、納入通知書を納入義務者に送付しま
した。

(2) 支出に係る事項

《指導事項》

前渡資金による私費立替金の支払において、 私費立替金の支払に当たっては、関係
立替払を行った職員から請求書の提出があった 法令等を遵守し、適正な事務処理に努め

が、長期間支払手続を行わなかったことから、 ます。
年度内に支払っていないものが、 1 件、 2 万 なお、未払分については、支払の処理
7,215円あった。 （道立病院局） を行いました。

(3) 契約に係る事項

ア 工事契約

《指導事項》

工事請負契約における履行確認検査について 工事請負契約における履行確認検査に
は、契約担当者等が指定する検査員が行うこと 当たっては、指定された検査員が検査を
とされているが、検査員の指定を行わないまま、 行うなど、関係法令等を遵守し、適正な

検査を行っているものがあった。（江差病院） 事務処理に努めます。



- 31 -

イ 委託契約

《指摘事項》

業務委託契約に係る予定価格の積算におい 業務委託契約に係る予定価格の積算に
て、直接物品費等の算定を誤ったことから、契 当たっては、積算内容を十分確認し、業

約金額が割高となっているものが、 1件、15万 務の実態に適合した直接物品費等を用い
7,680円あった。 るなど、関係法令等を遵守し、適正な事
また、予定価格が過大となっているものが、 務処理に努めます。

上記を含め、 2件、208万6,560円あった。

（緑ヶ丘病院）

《指導事項》

(ｱ) 委託契約及び物品購入契約において、一般 入札結果等の公表に当たっては、関係
競争入札に付した場合は、契約の名称、入札 法令等に基づく公表すべき内容を関係職

者名、入札結果等を、また、物品購入契約に 員に周知徹底し、適正な事務処理に努め
おいて、 1 件の金額が160万円を超える随意 ます。
契約を締結したときは、随意契約結果並びに なお、未公表となっていた入札結果等

入札参加者指名選考委員会における指名選考 については、公表を行いました。
過程及びその理由、議決の状況等を、原則と
して、ホームページにより公表することとさ

れているが、これらの公表を行っていないも
のがあった。 （江差病院）

(ｲ) 委託契約において、 1件の予定価格が100 委託契約に係る随意契約を行うに当た

万円を超える随意契約を行う場合は、入札参 っては、関係法令等を遵守し、適正な事
加者指名選考委員会の審議に付さなければな 務処理に努めます。
らないが、これを行っていないものがあった。

（向陽ヶ丘病院）

(ｳ) 委託契約書等に係る解除請求権を定める条 委託契約書等の作成に当たっては、関

項について、誤って記載しているものがあった。 係法令等を遵守するとともに、記載事項
なお、前年度監査においても同様の事例が について関係職員を指導し、適正な事務

あり、改善が図られていなかった。 処理に努めます。

（企業局）

ウ その他の契約

《指導事項》

(ｱ) 物品購入契約において、 1件の予定価格が 物品購入契約に係る随意契約を行うに
160万円を超える随意契約を行う場合は、入 当たっては、関係法令等を遵守し、必要
札参加者指名選考委員会の審議に付さなけれ な手続を確認するなど、適正な事務処理
ばならないが、これを行っていないものがあ に努めます。

った。 また、予定価格調書の作成に当たって
また、契約担当者等は、 1 件の予定価格 は、関係法令等を遵守し、適正な事務処

が100万円以上の契約を締結しようとすると 理に努めます。

きは、予定価格調書を作成しなければならな
いが、これを作成していないものがあった。

（江差病院）

(ｲ) 物品購入契約に係る予定価格調書の作成に 物品購入契約に係る予定価格調書の作
おいて、予定価格及び入札書比較価格を誤っ 成に当たっては、関係法令等を遵守し、

て記載しているものがあった。 適正な事務処理に努めます。
（緑ヶ丘病院）
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(ｳ) 物品の賃貸借契約において、借入物品が納 物品の賃貸借契約に係る検査に当たっ
入されたときは、当該物品の種類及び数量に ては、関係法令等を遵守し、適正な事務

ついて、検査を行わなければならないが、こ 処理に努めます。
れを行っていないものがあった。

（向陽ヶ丘病院）

(4) 財産に係る事項

《指摘事項》

事業資産の使用許可に伴う使用料について、 事業資産の使用許可に伴う使用料の免
使用許可を行った売店の利用対象者が限られる 除に当たっては、関係法令等を遵守し、

等の理由により、その営業環境を勘案する必要 適正な事務処理に努めます。
があるときは、算定した使用料の額を免除する
ことができるなどとされているが、これに該当

しないにもかかわらず、免除しているものが、
1件、15万6,273円あった。 （緑ヶ丘病院）

《指導事項》

事業資産の使用許可に係る使用料について、 事業資産の使用許可に係る使用料の算

消費税等の率を誤って適用したことから、徴収 定に当たっては、関係法令等を遵守し、
額が過少となっているものが、 2 件、 1 万4,719 適正な事務処理に努めます。
円あった。 （北見病院）

(5) 会計経理に係る事項

《指摘事項》

ア 費用を医療部門と療育部門に区分して経理 費用の区分に当たっては、医療部門と
する必要がある場合は、医療部門に係る費用 療育部門に区別できる経費について、部

は医業費用に、療育部門に係る費用は医業外 門ごとに経理するとともに、明確に区分
費用に計上し、両部門のどちらか明確に区分 できない場合にあっては適切に按分する
できない場合にあっては、当該費用を按分し など、関係法令等を遵守し、適正な事務

計上することなどとされているが、計上の方 処理に努めます。
法を誤っているものが、 3 件、19万5,880円
あった。 （道立病院局）

イ 病院事業に関する取引については、正規の 病院事業に関する取引に当たっては、
簿記の原則に従って、正確な会計帳簿を作成 関係法令等を遵守するとともに、伝票決

しなければならないが、諸負担金に係る消費 裁の際の審査において再確認の上、適正
税及び地方消費税の取扱いについて、課税取 な事務処理に努めます。
引とすべきものを不課税取引として経理して
いるものが、 5件、 5 万1,346円あった。

（江差病院）

《指導事項》

貯蔵品については、毎事業年度末に実地棚卸 貯蔵品の実地棚卸や費用経理に当たっ
を行わなければならないが、これを行っていな ては、関係法令等を遵守し、適正な事務

いものがあった。 処理に努めます。
また、貯蔵品については、購入後直ちに使用 なお、貯蔵品のうち薬品については、

する予定で、管理者が指定する棚卸資産を購入 平成29年度（2017年度）末より実地棚卸

した場合は、費用として経理することができる を行っています。
こととなっているが、これに該当しないものを
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購入時に費用としているものがあった。
（向陽ヶ丘病院）

３ 公用車による交通事故等が発生しているもの

監 査 報 告 の 内 容 講 じ た 措 置

公用車による交通事故

《指導事項》

公用車による交通事故が発生し、修繕費用と 公用車による交通事故防止について

して、 1 件、10万2,930円の支出があった。 は、職員に対し交通事故防止に努めるよ
（企業局） う周知するとともに、交通安全研修や公

用車安全運転講習などを通じて職員の交

通安全に対する意識及び技術の向上を図
り、交通事故の防止に努めます。


